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要旨 :

本研究では子どもの最善の利益に立って園庭という環境の重要性を問いながら、保育環境をマネジメントする上

でスーパーバイザーとしての園長の理念と役割を考える。本来ならば子どもたちの育ちの中で当たり前に園庭が存

在するという前提から、現在の日本の園庭環境のマネジメントについて概説を述べ発展させたいところである。しか

し残念ながら今日の日本ではシビルミニマムの改正により、そもそもマイナスの状態から話を進めなくてはならない。

園庭が無くても近隣に児童公園等さえがあれば認可できるという規制緩和である。その時代的背景やなぜこのよう

なことが起きたかのか原因を考察する。
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1.は じめに

幼年時代に砂場で遊んだことがないという人は

少ないであろう。砂場で友だちと夢中になってトン

ネルを掘り、砂山の下で手と手を握り合ったときの

喜び、わくわくと思い出されるのである。すでに大

人になってしまった私たちにとって砂場に埋めたまま

忘れていた幼年時代の懐かしい郷愁を帯びた感覚

は、深い意識の彼方から砂場を掘るようにロバート・

フルガムの"AI I Realy Need to Know I Learned

in Kindergarter'と言う著書の題名からさえも、簡

単にまた鮮明に再び蘇らせることが出来る。砂場は

幼児教育のシンボリック的な存在なのである。砂場

は太陽の下、園庭にある。園庭の片隅の藤や葡

萄の棚の下にある。そこには色とりどりのシャベルや

小さなバケツが置いてある。子どもたちは園庭に出

ると真っ先に飛んでいき、わいわい語り合いながら、

また黙 と々砂と戯れる。水道のホースも引き入れるこ

とが出来れば川やダムを造る。砂まみれ泥まみれに

なって歓声を上げているのである。砂場に限らず子

どもたちにとって園庭の存在は重要である。

日本の大人たちにとって幼年時代、保育園や幼

稚園の園庭はどんな様子だったのだろうか。また現

在の日本の子どもたちが日々 を過ごす園庭はどんな

様子なのか。保育環境をマネジメントする上で、私

は今一度、日本の保育園や幼稚園の園庭観につ

いて再考してみる必要があると考える。現在日本の

保育園・幼稚園の園庭がどれ程人生に必要な知恵

をすべて学べるだけの文化を持っているだろうか。

本研究では子どもの最善の利益に立って園庭という

環境の重要性を問いながら、園庭について考察し、

更に保育環境としての園庭をスーパーバイザーであ

る園長がどの様にマネジメントすれば良いのか、そ



の理念と実践について考察していきたい。

2.待 機児童解消 に向けた
児童福祉施設最低基準 の改正

本来ならば子どもたちの育ちの中で当たり前に園

庭が存在するという前提から、現在の日本の園庭

について概説を述べ発展させたいところである。し

かし残念ながら今日の日本ではそもそもマイナスの状

態から話を進めなくてはならないこととなった。平成

13年 3月、待機児童解消に向けた児童福祉施設

最低基準に係る留意事項等について (雇児保第

11号)(各都道府県。各指定都市。各中核市民

生主管部 (局)長あて厚生労働省雇用均等・児

童家庭局保育課長通知)では、屋外遊技場につ

いて、屋外遊技場に代わるべき公園、広場、寺社

境内等が保育所の付近にあるのであれば、これを

屋外遊技場に代えて差し支えないとの法改正が行

われたのである。つまり園庭が無くても近隣に児童

公園等さえがあれば認可すると言うシビルミニマム

の緩和を国は打ち出した。改正の内容は以下の通

りである。

『児童福祉施設最低基準においては、満 2歳

以上の幼児を入所させる保育所は屋外遊技場

を設けることとされているが、併せて、屋外遊

技場に代わるべき公園、広場、寺社境内等が

保育所の付近にあるのであれば、これを屋外遊

技場に代えて差し支えない旨も規定されていると

ころである。土地の確保が困難で保育所と同一

敷地内に屋外遊技場を設けることが困難な都市

部等において、屋外遊技場に代わるべき場所に

求められる条件は、次のとおりであり、合理的な

理由なくこれら以外の条件を課すことによって保

育所の整備が滞らないよう配慮されたい。

① 当該公園、広場、寺社境内等については、

必要な面積があり、屋外活動に当たって安全が

確保され、かつ、保育所からの距離が日常的に

幼児が使用できる程度で、移動に当たって安全

が確保されていれば、必ずしも保育所と隣接す

る必要はないこと。

② 当該公園、広場、寺社境内等については、

保育所関係者が所有権、地上権、賃借権等の

権限を有するまでの必要はなく、所有権等を有

する者が地方公共団体又は公共的団体の他、

地域の実情に応じて信用力の高い主体等保育

所による安定的かつ継続的な使用が確保される

と認められる主体であれば足りること。

待機児童解消に向けた児童福祉施設最低基準

に係る留意事項等について平成 13年 3月』

つまり園庭が保育所と隣接しなくても、近隣に公

園があれば、またそれが園の所有する土地でなくて

も認可園として認めると言うことである。これは同時

に今まで義務づけられていた固定遊具も不要という

ことである。園庭が無いということ、遊具が無くても

認可園として認めるということ。これは子どもの発達

にとって大きな問題ではないだろうか。しかも合理的

な理由なくこれら以外の条件を課すことによって保

育所の整備が滞らないよう配慮されたいと釘を刺し

ている。ここで言う合理的理由とはなんであろうか。

効率がよい。無駄がない。能率的。という意味で

使われているのだろうか。つまり園庭は無味乾燥な

子どもたちが穴を掘ったり種を植えたりすることの出

来ない所と差し替えることは許されないのである。と

考えることは、非合理であり、効率性に欠け、無駄

であると言っているのである。つまり質よりも量である

ということを明確に言っているのである。

合理的と言う言葉には更に本義があり、この主張

は、筋の通った 科学的で ロジカルで論理的、道

理にかなったやり方であり、理性的であり、論理や

理屈に正しく合っているという意味がある。とするな



らば、子どもの発達のためには園庭は必要なので

あると主張することは不合理な意見であり、非科学

的であり、感情論であり、理屈に合わないことであ

ると批判さえしているのである。

これらに対して、子どもの最善の利益を守る立場

の人々や子どもの発達を促す立場の人々が声を上

げないでいるのは極めて異常で危険な状況である

と危惧するのである。園庭が無いことで起きる諸問

題について今後も増加する園庭の無い認可保育所

を調査検証しエビデンスを科学的に提示しなくては

ならないであろう。本研究はその前段階としてなぜ

園庭が無くなっていくのか、その政治的・社会的背

景についてのドキュメントを記録にとどめ、保育思想

の歴史的変遷の中から改めて園庭について再度考

察していきたいと考える。

3.待 機児解消 と言 う名 の下で

今日の待機児問題は現在の保育行政にとって児

童福祉法 24条 1項や憲法 14条 1項の平等原則

にも鑑みても解決しなくてはならない急務の課題で

ある。2013年 10月時点で、全国に約 4万 4118

人の待機児がおり、2015年度に始まる「子ども。

子育て支援新制度」も待機児問題に後押しされた

大きな制度改革である。杉並区や中野区では保護

者が異議申し立てという形で、行政に対して声を上

げている。保護者の保活と言われる就職活動なら

ず保育園入園活動の圧力はデモや訴訟まで起こす

に至っている。

しかしここですべての大人たちに間う。定員オー

バーで入れることができなければ保育の質を落とし

てまでも箱モノを作れば解決するのか。園庭の無い

保育園と園庭の在る保育園ではその環境は天国と

地獄の違いがある。それこそ憲法 14条の「平等

原則」に違反するのではないか。園庭が無くても

認可したり、財政負担削減のために保育の質の低

下を招く法改正で規制緩和したりするなど、すべて

は子どもを置き去りにした大人の都合の改悪が許さ

れるのだろうかと言うことに言及しなくてはならない。

保育の質を維持したまま新しい保育所を作るには倍

のコストがかかる。待機児問題もこのまま少子化が

進みあと10年もすれは自然解消していくと見ている

行政が多い。然るにいかにローコストで安上がりな

箱を作るかしか考えていないことは豊かな国である

日本としては誠に残念なことである。つまり洋服が増

えてしまったのでタンスに入りきれない。仕方がない

のでスーパーから貰ってきた段ボール箱にぎゅうぎゅ

うに詰めればいい。隙間や遊びなどは非合理的で

ある。とにかくとりあえず詰めればいいのだということ

である。

保育所と同一敷地内に無くても近所の借り物の

公園、広場、寺社境内でも屋外遊技場に代えて差

し支えないということ。それが本当に正当性を持ち

筋の通った理由になり得ることなのであろうか。待

機児問題で注目されているのは都市部の問題であ

り、法律を改正してまで園庭の無い園を認可する

理由にどれ程の正当性があるのであろうか、そこに

はコストの問題が大きく関わっていることは明白な事

実である。福祉は削れそうなところは削れ、劣等

処遇の原理から抜け出ることがない日本の福祉行

政。保育園は福祉と教育が融合している施設であ

る。日本の未来は誰が創るのか。この幼い子どもた

ちが担うのである。子どもにコストを掛けないというこ

とを優先するべきではない。子ども程手厚く福祉的、

教育的環境を充実するべきなのである。園庭の無

い保育園などは認められないのだと園長は主張しな

くてはならない。それは福祉・教育を守る子どもた

ちの代弁者であるからである。

朝日新聞デジタル2014年 9月 17日 (水 )12

時 38分配信では「増える庭なし保育園 近くの

公園は園児で大混雑」と言う見出しで以下のような

ニュースが配信された。



『待機児童の解消に向けて、保育園の増設が

相次ぐ首都圏で、園庭のないところが増えてい

る。園庭の代わりに利用する公園は大混雑で、

時間をずらして利用するケースも。子どもの体

力づくりに欠かせない遊び場所をどう確保する

か、現場では模索が続いている。「みんなが後

から『入れて』だよ」。横浜市鶴見区の芦穂崎

公園で、認可保育所「ビーンズ保育園」の保

育士が声をかけた。約40人の園児は「は―い」

と返事し、一斉に走り出した。園児たちが公園

に着いた午前10時すぎ、他の2園の園児計約

20人が先に遊んでいた。幼い子ども向けの遊

具と砂場は満員。保育士がその2カ所は「バツ」

と伝えると、遊びたくても近付かない。思い切り

ブランコをこいでいても、小さい子が歩いてきた

らすぐ止める。他の園と一緒に遊ぶ園児たちの

ルールだ。』

こうした状況が都市部の保育園で起きている。し

かしハード環境が整備されていない分ソフトカでカ

バーするということは気概があり保育力のある優れ

た法人が陥りやすいエアポケットでもある。運営す

る社会福祉法人は先駆的であり子どもたちの最善

の利益を保障しようとする志の高い法人である。法

人は園庭が無い状態でも子どもたちのために最大

限の努力をしている。しかし現実的には保育内容と

子どもの発達から見れば、思う存分園庭で遊べる

子どもたちと何らかの理由で制限される子どもたちを

比べると不平等な環境と言わざるを得ないし、その

限界については受託した現場自体が一番感じてい

るのではないだろうか。十分な予算配置がなされて

いれば人員配置でハードのマイナス面を補うことが

ある程度補填が可能ではある。しかしながら現実

的には保育環境の良い悪いでは関係なく補助額は

変わらないのである。寧ろ年 保々育に関する補助

額は削減されてきている。

2015年 4月から実施される民間給与改善費は

すべて認可園で14%になると現場には通達が来て

いる。保育士の給与改善のためでもある。しかしな

がら実際には国が増額する補助額分について、区

市町村の各地方自治体は従来補助していた補助

額から国が増額した分をマイナスし支給するという

方針を出している区市町村もある。その支給の仕

方は各自治体に委ねられており、いわば潤うのは市

区町村で現場には補助金が下りてこないという理解

に苦しむ方針である。現場の園長からは自治体の

不当な搾取行為であるとの意見が出てきている。な

んら状況が変わらずこれまで以上苦しむのは現場を

運営する主体である。さらにその財源は消費増税

である。『子ども・子育て支援新制度』でうたわれ

た7項目の中のひとつ「5社会全体による費用負

担」で賄われる。しかしこの費用負担は、2015年

10月 1日から10%に引き上げられる予定の消費税

に依存している。『子ども。子育て支援新制度』は

国及び地方の恒久財源の確保を前提としているとし、

(幼児教育・保育・子育て支援の質・量の拡充を

図るためには、消費税率の引き上げにより確保する

0.7兆円程度を含めて1兆円超程度の追加財源が

必要です)と明文化されているのである。しかし増

税による景気下振れは「想定外」の大きさとして突

如この財源の先送りが決定的になった。さてそれで

は民間給与改善費の引き上げはどうなるのであろう

か。その財源はどこにあるのか。もし消費税を上げ

なくても新制度が上手く回るなら増税など必要ない。

先行きはまた不鮮明になった。

常に保育事業は予算運動という戦いの歴史であ

りようやく獲得した補助金も政治によっていとも簡単

に削減されていく。かつて東京都では三階建て保

母加算として園舎が三階建てであるからという理

由で保育者を加算する制度が存在していた時代も

あった。それは子ども安全を確保するために必要な

配置として認められていた。しかし園庭が無いこと



で職員は増えることはない。園庭が無いことは安全

に子どもたちが遊べる外空間が無いことである。そ

れを確保するには「ビーンズ保育園」のように子ど

もたちを毎日公園に連れ出し、しかも制限のある中

で遊ばせなくてはならないのである。それには安価

な補助金ではできないのである。日本の保育運動

の歴史は子どもの最善の利益を保障するための予

算運動の歴史でもある。しかしながら園長を中心と

する保育団体は整理統合され、もはや戦う組織で

はない。予算は天から降ってくるものではなく戦い

獲得しなければならない。まず現場の園長達が声

を上げていくことが今更ながら求められるのである。

4.地域住民と園庭の問題

公園と園庭では安全度が異なる。不審者にいつ

出会うかわからない。時事通信によると東京都国分

寺市で保育園の子どもの声がうるさいとの理由で、

手おのを見せるなどして保護者を脅したとして、暴

力行為等処罰法違反容疑で43歳の男性を逮捕し

た。この男性は園児の声がうるさいと日ごろから市

に苦情を寄せ、「対応しないと園児の首を切る」と

職員を脅していたという。

このような社会において子どもを守るには園庭の

無い園にはさらに人的配置が必要なのである。しか

しながら行政の園庭に関する意識はあまりにも貧弱

である。また利用する親たちも利便性を重視するあ

まりにその重要性に気付いてはいない。保育環境

はハードが重要であり最低基準はそれを保障してき

たのである。

更に2014年に入って新たな社会現象が起き始

めている。それは地域住民による子どもの声がうる

さいという苦情である。東京都が 2014年 3月 に

行った調査によると、都内の7割にあたる42の市

区町村の保育園で子どもの声がうるさいという苦情

が寄せられている。NHKが調べた全国20の 政

令指定都市の7割にあたる18の自治体でも、同じ

ような苦情が寄せられていた。こうした苦情は今に

起きたことではない。保育園や幼稚園の騒音に対

する近隣とのトラブルは昔から存在する。しかし急

に社会に浮上してきたのはなぜか。待機児解消で

急激に保育所が増設されたことも一つの理由であ

ろう。また少子高齢化時代で日頃から小さな子ども

に不慣れな大人たちの増加も考えられる。また苦情

の多くは定年退職して自宅で過ごす高齢者である。

東京都練馬区の保育所では住民から騒音差し止

めの訴訟を起こされているし、さいたま市の民間保

育所は地元の説明会で理解を得られずに建設をあ

きらめた。東京都の調べでは、都内の6自治体が

公立保育所で防音壁を新設し、遊具の置き場を変

え、15自治体が園庭で遊ぶ時間を短くしたと言う。

目黒区の夢花保育園では窓ガラスを二重ガラスにし

て子どもたちの声が外部に漏れないようにしている。

住民から苦情が相次ぐ保育園では保育の仕方を見

直すところも出てきているという。子どもたちが園庭

で遊ぶ時間を制限し、子どもの姿を見たくないとい

う苦情から日中でもカーテンを閉め、窓ガラスに目隠

しのシールを張っている園がある。園長は近隣の住

民の監視の日から園児の安全が脅かされるとし、子

どもたちは自由に園庭に出ることが出来ないのであ

る。子どもたちに大声を出さないよう指示したり、楽

器は禁止であったり、地域住民の苦情により子ども

の発達に著しい影響を与えるような保育をしている

園が増加している。これは個人宅でも同様であろう。

アパートなどで子どもの泣き声がうるさいと苦情が来

ると、子連れを入居拒否するケースも多いのである。

ドイツでは2011年「子どもの声は騒音ではない」

とする法改正をした。明らかに現在の日本は子ども

を産み育ちにくい社会になってしまっている。

保育園や幼稚園の子どもたちは地域で生まれ、

地域で育ち、地域に出て行くのであり、保育・教

育施設は地域に根差して地域の異年齢交流の場



所として、地域に開放されていかなければならない。

現代社会において開放ではなくむしろ閉鎖的な施

設に成りつつある。古くから地域と良好な関係を保

ち続けている園は常日頃から近隣との関係性を良

好にしていく努力を怠っていない。そこでの園長の

マネジメント能力とスーパーバイザーとしての手腕が

問われる。行事の際は地域住民を巻き込んでバザー

を開催したり、餅つきには餅を配ったり、敬老の日に

は近隣の高齢者を招いたり、またボランティアとして

活躍していただいたり、常日頃から自然な挨拶を欠

かさないようにしたりしている。地域住民の頭の中の

自地図の中に子どもたちが学び生活している場所を

如何にして友好的に描き込んで貰えるかが重要な

のである。それは子どもの安全を確保することにつ

ながる。園庭が無くなる理由の中にこうした近隣住

民との騒音トラブルが起因とならないことを、また行

政がそれを理由に園庭を無くす方向に拍車をかけ

ないことを、子どもの健全な発達を保障する上で強

く望み、先行きを危惧するのである。

5。 子どもの命と園庭の問題

保護者も単に安価で預かってもらえるところがあ

れば良いということではなく、その質を求める必要

がある。もちろん認可外に預けるより認可園に預け

るほうが安心であるし質は高い。それは厚生労働省

『保育施設における事故報告集計』(2014)を見

れば明らかである。保育中の事故は毎年 150件を

超えている。平成 25年度の事故報告件数は 162

件。負傷等の報告は143件あり、そのうち5歳 (49

名)が最も多い。死亡の報告は19件あり、そのう

ち0歳と1歳が最も多い。死亡事故 19件の内 15

件が無認可施設である。園庭が無い保育園と子ど

もの死亡率も統計を取る必要がある。平成 25年で

は全国の認可保育所の数が 24,038園、認可外保

育所が 7.739園であるから、園児の死亡率は認可

保育園で0.016%、 認可外保育所で 0.19%と認可

外施設のほうが認可施設に比べて 11.8倍もの死亡

率が見られ年 増々加する傾向がある。

これは待機児問題を理由とした規制緩和や企業

の参入における保育の質の問題や、他業種に比べ

て重労働低賃金と言う福祉労働の実態、慢性的な

保育士不足の問題も大きく影響していると推測され

る。認可外施設の殆どが園庭など整備されていな

い。子どもの十分な発達の機会を保障出来ていない。

そうした点から見れば園庭が無くても認可園なら良い

と利用者が考えることは批半りできることではない。

しかし認可園でも問題を抱えている。私立認可

園では指定管理者制度と言う極めて子育てには向

かない制度によって苦しめられている法人も多い。

指定管理者制度は公立保育を民営化する場合に

用いられる制度の一つである。指定管理制度や公

設民営制度は市民や子どもたちのことを考えて手厚

く保護する行政もあれば、稀に人間を育てる専門

家集団に対して単なる下請け業者としか見ない傲

慢な行政も存在する。そもそも指定管理者制度によ

る保育所運営は人間を育てるという保育園の運営

にはそぐわない制度であり様々な矛盾を生み出す。

行政にとって待機児問題は一過性のものであるとい

う観測がある。そのためにはこの問題が過ぎ去るま

での一時しのぎとしては好都合な制度である。しか

し保育には保育の積み上げという年輸も必要なの

である。百年の計は、人を樹うるに如くはなし。人

を育てるということは国家の未来を育てることであり、

安価に済ませる問題ではない。

2014年 10月から8か月間 NASAの支援によ

り、ハワイ大学マノア校が実施する宇宙探査模擬

実験プロジェクト「HI‐SEAS」 (Hawaii space

Exploration Analog and Simulation)の 一環で、

火星の宇宙ステーションでの生活を模した実験が始

まった。男性 3名と女性 3名のチームがハワイ、マ

ウナロア火山に建てられた広さ約 93平方メートルの



ドーム型施設内で外の世界と隔絶された 8カ月間を

過ごすのである。ナショナル ジオグラフイックのこの

ミッションで最も困難なことは?と言うインタビューで同

ミッションのコマンダーを務めるカナダ出身のマーサ・

リニオ氏は「この種のミッションに参加する人は、主

に孤立した環境に置かれることから、うつ状態に陥

りやすくなります。遅延があるため、親しい人たちと

コミュニケーションをとるのは困難です。ミッションの

支援チームに対するフラストレーションもたまります。

性格の異なる人たちと狭い空間で共に生活するの

も大変です。こうしたことすべてが、参加者の徒労

感や抑うつ感に影響を及ぼす可能性があります」と

答えている。こうした実験を行わずともすでに日本で

は保育園で実証済みである。M市では平成 14年、

駅前の通りに面して H億かけてビルを建設し公設

民営の認可保育園を作った。1階はコンビニエンス

ストア、2階 3階に保育所がある。4階は市の国際

交流の施設。その上は賃貸の住宅でビルのオーナー

は最上階に住んでいる。4階までは市が借り受けて

いるのである。E園は朝7時から深夜10時まで、日

祭日も開園し休みは正月の3日間だけである。0-2

歳 30名の乳児保育 0-5歳の15名の一時保育、

ガヽ学校 1年から6年までのトワイライトステイ15名 (学

童保育終了時間以後の学童の預かり保育 )、 親子

広場、子ども家庭支援センター等様々な多機能型

の先駆的で複合的な保育園の運用を求められた。

受託したA法人は 30年近くの歴史があり常に子ど

も中心で食育や自然環境や地域での活動を大切に

しながらも時代のニーズに応え先駆的で開拓精神

に溢れたソフトを持つ法人で保育内容には実績も定

評もあった。日本で初めて企業が認可保育所事業

に参入し社会福祉法人はこうした時代の流れに立

ち向かわなければならなかったのである。そこで A

法人は他の多くの社会福祉法人からのエールを受

けながら、都市化の厳しい保育環境であるからこ

そ、火中の栗を拾う覚悟で、地域に出てそれらを補

うことが歴史のある社会福祉法人としての使命であ

り、今まで積み上げてきた保育力は悪いハードをも

凌駕する力があると考えていた。しかしそれは完全

な駿りであり誤りであることに気付くのには時間はか

からなかった。受託前はパートナーシップを大切に

すると言っていた行政は受託後態度を一変し、す

べてが行政主権で、運営法人はあくまでも運営委

託の下請け事業者であり、何の決定権も与えられ

ていなかった。一時保育も市が窓口で現場の状況

を無視して、連携をせずに一方的に送り込む。子

どもを預けるのに理由は間わず、飲み会、夜遊び、

すべて受け入れ送り込む。このソフトの改善も申し

出ても改善されない。現場は只 孤々立して行くので

ある。

ハードについて法人は設計段階から参加すること

ができず。現場には使いづらい、また子どもの発達

を全く考慮していない箱ものであった。夏は当初使

えていた屋上でのプール遊びもうるさいと使用禁止

になり、一年中日が当たらないので冬場は暖房をつ

けなくてはならないが、全室に敷かれた床暖房は深

夜電力で前日から温めておくという方式であり、翌日

天気が良くなると室内は異常な暑さとなりとても過ご

せる状態ではなくなったり、子どもの手洗いの蛇口

が子どもの頭にかかるような高い位置にあったり、子

どものことや保育のことが分からない人間が作ったと

しか思えないハードであった。

受託した法人が衝撃を受けたのは開園直前に、

受託法人に何の説明もないまま、透明で景色のよ

い窓に突然不透明で曇リガラスより暗い目隠しフィル

ムを園の窓全体に貼られてしまい室内からは全く外

の様子を伺えなくなっていたことである。法人は理

由について何度も問い合わせをし、すぐさまフイルム

を剥がすよう要望したが、理由の回答が無いばかり

か剥がすことは市から厳しく禁じられた。ようやく回

答があったのは開設して三か月以上たって梅雨の

時期である。理由は近隣のビルのオーナーから保



育園のあるビルの窓が反射する西日が眩しいという

苦情であった。

子どもも職員も雨の日などは一日中外の見えない

シェルターに閉じ込められているのである。子どもも

保育者も一日中空を見ないで過ごすのである。窓

は全開できず室内に空気の道がなく閉鎖的であり

息が詰まる環境であった。散歩に出ようとエレベー

ターを使い外に出て初めて雨だと知ることがある。

保育士の努力で何とか公園まで辿りついたとしても、

ゲートボールや野球やサッカーに興じている大人た

ちの中によちよち歩きの子どもが入っていくことは危

険極まりない。混乱はたやすく想像できるのである。

さらに児童公園で勝手に畑を作れるのか、田んぼ

を作れるのか、穴を掘ったり築山を作ったりして良

いのか。そんなことは許されないであろう。許され

ないのであれば園庭の無い園はそれだけでも子ども

の貴重な体験を保障することが困難なのである。ま

たそこには子どもιこ不慣れな住民や不審者による危

害の危険性もある。

そこに保育の質に大きな格差が生じていると言う

ことである。こうしたハードでは人は心も体も壊れて

いく。次々と職員が倒れていくのである。体調を崩

し精神的にも不安定になってくるのである。外部に

自由に出ることが出来ないビルの中の閉鎖的な環

境の保育園は宇宙船の中で保育をするのと同じで

あり、火星移住の実験を待たずとも、悪いハードは

どんな優れたソフトを殺すと言うことを経験したので

ある。

ハード面で不具合があるときにはその緩和策とし

て人的環境を充実していかなくてはならない。法人

側から何度も行政に要望を出しても、公設民営は

一年ごとの契約更新であり「来年度おたくの法人

に運営してほしいと誰が言った」「運営が嫌ならもう

辞めればいい」と行政の理事者に言われ続けた。

公設民営や指定管理者制度では法人は行政の下

請けとなり、そこには選ぶものと選ばれるものと言う

格差が発生し意見を言えば格安な企業に切り替え

ればよいという行政の態度に法人の代表者は「私

たちは奴隷ではない」と眩いた。法人は厳しい保

育環境下で質の高い保育内容を維持するには毎

年数百万の赤字を出さざるを得なかった。それでも

不十分である。それでも法人と保育士たちは努力と

工夫で乗り越えてきたが平成 19年 3月職員全員を

事業団に残して受託を返上した。法人は園児や職

員を見離したのではない。法人として撤退しない限

りこの環境は改善されることはないであろうし、それ

を補うための予算の増額が見られないと判断したか

らである。

撤退以降引継いだ第三セクターの理事長には

「運営が嫌ならもう辞めればいい」と一切の要望

を聞き入れなかった行政の理事者が定年で天下り、

そして直ちに法人が何度要求しても1円たりとも見

直さなかった予算をすぐさま公立並に数千万増額さ

せ、さらに驚いたことはそれまで前法人が苦労して

築いてきた多機能の複合施設は廃上し単なる0‐2

歳の乳児保育所に変えたのである。行政は自分た

ちでは出来ないことを民間に委託し強要していた

のである。撤退したA法人の理事は職員と子ども

たちの生活といのちを守るために自ら切腹したのだ

と言う。社会福祉法人が保育所を受託する場合、

理想だけでは成立しない。行政が公設民営だから、

指定管理であるからと言ってパートナーシップを無

視して横暴な態度をとるならば決して許さず勇気を

持って撤退することも必要である。また受託する際

はハードと行政の姿勢に対して十分な調査と判断が

必要である。ここから学ぶことは多くあったA法人

はその後民営化に於いてはまず行政の姿勢、意識

を十分鑑み調査してから民営化を受託している。

横浜市で豊かな園庭環境を実現している川和保

育園の寺田園長は園庭の無い保育所について『た

まに散歩に連れ出してくれるやさしい看守のいる刑

務所である』と痛烈に批判しているが、まさにその



通りであり、子どもはそうした劣悪な環境で育てるべ

きではないと保育の。教育の専門家である園長はも

とより、保護者も、大学の教員も声を一つにしてい

かなければならないのである。

6。 まとめ

歴史的に福祉の劣等処遇の原則により細々と運

営されてきた社会福祉法人は財政力・資金力に乏

しく、利潤を産み出すことはできないため本部には

資金を貯められる状態ではなかった。すべては寄

付や補助金制度に依存するしか手立てがない。社

会福祉法人に対しての大幅な補助と規制緩和がな

ければ企業には財政的に太刀打ちできず環境の整

備には限界がある。未だ耐震基準に満たなくても自

己資金も補助金もなく建て替えられずにいる民間保

育園は多く存在する。また待機児問題の裏には以

前から周到に準備されてきた待機児ビジネスの問題

がある。

これまでの日本の紳士的な大企業経営者は福祉

の領域に土足で踏み入ることは慎みを持ってしてこ

なかった。一部の潤沢な資金を持った篤志家が企

業で得た利益を福祉に還元する決意で福祉法人

に寄付という形で陰ながら日本を支えてきたのであ

る。しかし1997年 12月に成立した介護保険法以

降、聖域無き改革、規制緩和、競争原理の導入等、

その様相が一変してきた。今日は企業もビジネスチャ

ンスとして福祉を利潤追求の対象として、設置主体

としての直接的な参入が相次いでいる。企業が参

入するならばたとえ税金対策であっても良い。大切

なのはその財力を駆使して、最低基準をはるかに

上回る最高の環境との素晴らしい保育・教育環境

と保育内容、そして儲けを度外視した充実した世

界に誇れる労働環境と保育内容の保育園を作り実

践することである。しかし商法に則った企業が設置

主体である以上それは夢物語でしかない。企業は

その大小に関わらず利益を追求なくてはならないの

である。実際中堅の保育企業の園長に聞いても、

人件費削減で園長でさえ5年以上続けるのは難し

いと話す。しかし介護保険法制定以降、企業が保

育業界に参入するために財界の強い圧力と要望が

繰り返されてきた。企業経営は一流でも保育や福

祉を知らない大企業の重鎮が大きな発言力を持ち

改革の先頭に立って狼煙を上げてきた経緯がある。

最低基準は最低の基準であって寧ろ更に高めなく

てはならない基準である。規制緩和で最低基準を

規制と考える企業の勢力と、子どもの育ちのために

は最低限保障されていているが更に高めなくてはな

らない基準と考える社会福祉法人の勢力では根本

的に見方が異なる。

豊かな財政力を持った企業の参入を否定するつ

もりはない。良い保育環境を用意するには潤沢な

資金が必要であるからだ。しかし残念ながら待機

児問題解消という大義名分は保育の質より量を取る

方向での最低基準の緩和の方向に向かってきてい

る。更に下げるということはそれこそが保育の歴史

に逆行するものであり、日本の保育の質を確実に下

げるものである。

その結果、駅ナカ保育所やビルの中での保育所、

企業立の保育園を認可するためのご都合主義的な

改正となり、今日のような園庭が無くても近く0こ代替

の公園があれば認可するといった規制緩和が行わ

れ、ますます子どもたちはお日様や土から遠ざかっ

て生活しなくてはならなくなってきた。それが日本の

教育・保育の現状である。そんな時代では園庭が

あるだけましなほうだとも言える園もある。しかしそれ

では日本の未来はどうなってしまうのだろうか。日先

だけの思惑と政治や企業の利益と貧困な福祉行政

の財政負担削減の結果であり、結果的には、子ど

もの最善の利益を踏みにじる方向に進んで来てい

る。海外の企業家は福祉や教育に莫大なチャリテイ

をしている。最低基準をさらに緩和し園庭を無くし



安価に参入しやすく、また利益を上げるために制度

を改悪するなどもってのほかであり、日本の未来を

冒涜する大企業家として恥ずべき行為である。

一流の企業家こそ日本の未来のために保育。福

祉環境の質を悪化させるようなことをしてはいけな

い。むしろ基金を作り日本の福祉水準の底上げを

バックアップするくらいの企業家が出てくることを望む

のである。しかし残念ながらまだ日本ではそうした企

業家が出てきていないし、これからも難しいことなの

であろう。そうならない限り認可施設の園長は国や

行政に働きかけて、経常経費引き当てや、法人内

で補い合える仕組みを作るなど、保育の質を最重

要課題とする社会福祉法人がフレキシブルに経営

的な力量を持つような制度改革が必要であると訴え

続けなければならないであろう。

参考文献

1)ロパート・フルガム 人生に必要な知恵はすべて幼稚園の
砂場で学んだ 河出文庫 1996

2)朝日新聞デジタル 増える、庭ない保育園 代わりの公園大混雑
httpノ /www as面 conン/ardcles/DA3Sl135503臨 html
2014年 9月 17日

3)時事通信 園児の声うるさいと脅す=保護者に手おの
2014年 10月 3日

4)東京新聞社説 保育所の新設 子どもの声は騒音か
2014年 11月 5日

5)厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知 待機
児童解消に向けた児童福祉施設最低基準に係る留意事

項等について 雇児保第 11号 平成 13年 3月

6)厚生労働省「保育施設における事故報告集計」2014

7)Keley McMillan  for National Geographic News

October 16,2014  http://www nationalgeographic

cojp/news/newttarucle php?■ le」d=2014101α Ю3


